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概要– 本研究では，より統計表と適合する仮想の世帯構成（以下，仮想個票）を合成するために，都道府県下の
市区町村を一度に合成する手法を提案する．従来手法において，人口 20万人未満の市町村の仮想個票を合成する
場合，必要な統計表が公開されていないため，統計表の推計と対象とする市町村より広範囲で調査された統計表を
縮小するなど，加工した統計表を多用していた．本研究の提案手法により，統計表の加工を避けるために，都道府
県下の市区町村を一度に合成することで，これらの統計表の加工を最小限に抑えることが可能となる．実験結果
より，市区町村単位で合成する従来手法の誤差を 0.58倍から 0.16倍に削減する仮想個票の合成が可能となった．
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1 はじめに
国家的また国際的な災害対策や経済政策において，よ
り精度が高く，きめの細かい対応が求められている．こ
れらの分析と将来の可能性を可視化する社会シミュレー
ションへの関心が高まっている 1)．これまでの多くの
社会シミュレーションではモデルを単純化せよという
Keep It Simple, Stupid（以下，KISS原理）2)に基づい
てモデル化されていた．しかし，KISS原理では現実社
会の複雑な現象のモデル化は不可能であると指摘され
ている 3)．そのため，可能な限り忠実に現実社会を模
倣するモデルを用いた社会シミュレーションが期待さ
れている．このようなモデルにおいて，モデルの粒度
を現実社会に近づけるほど，エージェントの意思決定
においても，可能な限り現実社会を模倣する必要があ
る．現実社会を可能な限り模倣するエージェントの意
思決定の実現には様々な課題がある．その課題の 1つ
がエージェントが保持する属性の設定である．エージェ
ントの属性の設定に政府や行政が収集している戸籍や
納税のデータを用いることができれば，現実社会と整
合するエージェントの属性の設定が可能である．しか
し，これらの市民のデータは個人情報保護やプライバ
シーの観点から利活用が困難である．このような状況
から，政府統計をはじめとする利用可能な統計情報か
ら，仮想的な属性を持つ個人で構成される人工社会を
生成し，その人工社会の中でどのような事象が発生す
るかを観察する社会シミュレーションが行われるよう
になっている．
統計情報に基づく個票データの合成1 に関する研究
の歴史は古く，Synthetic Reconstruction Method (SR
法)4)として知られている．LenormandとDeffuanは 5)，
サンプルを用いて合成する SR法と，サンプルを用い
ない合成手法とを比較し，後者が個人と世帯をよりよ
く合成できていることを示した．
本研究が用いる合成手法もサンプルを用いない手法で
ある．池田らは 9種類の家族類型を対象に，Simulated
Annealing（SA）法を用いて 9つの統計表への適合を
目的とした世帯集団を合成する手法 6)を提案した．家

1ここで，個票データの「復元」ではなく「合成」という用語を
用いている．復元の場合，実際の人口構成と同一の個票の復元が期
待されるが，合成される個票はあくまでも統計的特徴が類似した仮
想的な個票である．
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Fig. 1: 合成対象の家族類型

族類型とは，一般世帯2を世帯員と世帯主の続柄により
区分した分類である．枡井ら 7)は，池田らが提案した
合成手法を基に目的関数や合成手法の改良を行った．
しかし，池田らや枡井らの合成手法は日本の統計情
報を 500世帯や 1000世帯に縮小した合成手法であった．
枡井らの手法を用いて現実と同じ規模の世帯集団を合
成する際には，家族類型毎の世帯数を統計情報に基づ
き，確率的に合成していたため，合成した家族類型毎
の世帯数と統計情報に相違が発生した．また，Fig. 1に
示す合成対象の 9種類の家族類型のうち，「単独」世帯
と「夫婦のみ」世帯のみ人口分布を用いて最適化を試
みている．他の 7種類の家族類型は，全ての家族類型
を含んだ男女別の人口分布を用いて最適化を行ってい
る．そのため，結婚できない年齢の夫婦が発生する可
能性があった．
著者らは，これらの問題を解決し，対象地域と同じ
規模の仮想個票を合成するために，対象地域と同規模
で合成する手法を提案した 8), 9)．まず，初期世帯の合
成方法と最適化に用いる統計表の数を変更し，SA法に
よる最適化の過程で個人の年齢を変更する際に用いる
確率分布を変更した合成手法を提案した（年齢変更法）
8)．次に，初期世帯の人口分布を維持した上で SA法に
よる最適化をする手法を提案した（年齢交換法）9)．年
齢変更法は設定した探索回数が少ない場合に年齢交換
法より誤差を多く削減可能である．一方，年齢交換法

2一般世帯とは，住居と生計を共にしている人の集まりや一戸を
構えて住んでいる単身者，間借り，下宿，独身寮に住んでいる単身
者の世帯である．
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は設定した探索回数が多い場合に年齢変更法より多く
の誤差を削減可能である．
しかし，これらの手法 8), 9)は都道府県単位で個票を
合成するために提案されていた．一方，合成した仮想
個票へ位置情報属性を追加する手法 10) や所得属性を
追加する手法 11) では市区町村単位で合成された仮想
個票が必要となる．人口 20万人未満の市町村では，個
人が特定されないように，人口 20万人以上の市区町村
と比べ粗い統計情報のみ公開されている．仮想個票を
合成する手法 8), 9) では都道府県や人口 20万人以上の
市区町村を対象とした統計表を用いる．人口 20万人未
満の市町村を合成するためには，公開されていない統
計表を推計するか，都道府県や市部・郡部の統計表を
縮小する必要があった．そのため，市区町村単位で合
成した仮想個票を統合し，都道府県単位の仮想個票を
作成する場合，例え市区町村単位の仮想個票が使用し
た統計表と完全に一致している場合においても，統合
した仮想個票を都道府県単位の統計表と比較すると差
異が発生する恐れがあった．
本研究では，各仮想個票が市区町村属性を保持しつ
つ，都道府県や市部・郡部単位の統計表にも適合する
仮想個票の合成手法を提案する．具体的には，ある都
道府県を構成する市区町村の仮想個票を 1度に合成す
る．その際に，市区町村・市部・郡部・都道府県単位の
統計表を用いる．市部とは，都道府県下の全ての市と
区である．郡部とは，都道府県下の全ての町と村であ
る．用いる統計表を仮想個票へ適合させる際には，統
計表それぞれの調査範囲と仮想個票の市区町村とを対
応させる．すなわち，郡部の統計表の場合は，ある都
道府県下の全ての町村を対応させる．統計表の調査範
囲と仮想個票の市区町村を対応させることにより，統
計表の推計や過度な縮小作業が不要となる．なお，本
研究では，従来手法より統計表に適合した仮想個票を
合成するために，年齢交換法 9)を基にした手法を提案
する．

2 従来手法を用いた世帯構成合成手法
2.1 都道府県及び人口 20万人以上の市区の合成方法

著者らが提案した世帯合成手法 9)は，統計情報を基
に作成した仮想の世帯構成を，複数の統計に適合させ
る手法である．個人の年齢や親子の年齢差の統計情報
に対する，コンピュータ上で合成した世帯構成のデー
タ集合（仮想個票，合成データ）の誤差を計算し，SA
法を用いて誤差を最小化する．
合成データは複数の世帯とその構成員である個人に
よって構成している．合成データのモデルを Fig. 2に
示す．著者らの手法は，山形県を対象に，山形県の統
計情報に基づく世帯構成の合成を試みており，家族類
型は実統計 12) に掲載されている Fig. 1の 9種類の家
族類型を用いている．なお，これらの 9種類の世帯数
で日本全体の全世帯数の約 95%，山形県については約
90%を占めていることが知られている．その他の世帯
数の家族類型は，他の親族を含む世帯や兄弟姉妹のみ
からなる世帯，非親族を含む世帯，他に分類されない
世帯である．これらの家族類型は，公開されている複
数の統計情報に整合させることが困難である．
世帯の中には世帯を構成する構成員が存在している．
それぞれの個人は年齢，性別，所属する家族類型，世

Fig. 2: 合成データのモデル

帯の役割，親族関係の 5つの属性を持っている．世帯
の役割は，所属する世帯の中での役割を表している．
著者らは，対象地域と同じ規模の世帯構成を合成す
るために，対象地域を集計対象とする統計表を用いて
世帯数や人口などの統計情報通りに初期世帯を生成す
る．都道府県単位で合成する際には都道府県の，市区
単位で合成する際には市区の統計表を用いる．著者ら
の初期世帯合成法 9)では，家族類型，世帯人員別世帯
数の統計表である国勢調査 人口等基本集計 12) 表番号
11を用いている．表番号 11を考慮することにより，合
成した世帯数と国勢調査と相違なく初期世帯を合成可
能である．詳細は文献 9)を参照されたい．また，個人
の性別と初期の年齢を設定する際には，国勢調査 人口
等基本集計 12) 表番号 16-1を用いている．個人の性別
は統計表の男女の数に相違が発生しないように設定す
る．詳細は文献 8), 9) を参照されたい．
著者らは SA法を用いて合成データと複数の統計表
の差を最小化している．著者らが用いた 21種類の統計
表を以下に示す．

(1) 父子の年齢差
（人口動態職業・産業別統計 出生 13) 表 2）

(2) 母子の年齢差
（人口動態調査 確定数 保管統計表 14) 出生 5-2）

(3) 夫婦の年齢差
（国勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 17）

(4) 単独世帯の男性の人口分布（1歳階級）
(5) 単独世帯の女性の人口分布（同上）
(6) 夫婦のみ世帯の男性の人口分布（同上）
(7) 夫婦のみ世帯の女性の人口分布（同上）
(8) 夫婦と子供世帯の男性の人口分布（同上）
(9) 夫婦と子供世帯の女性の人口分布（同上）
(10) 男親と子供世帯の男性の人口分布（同上）
(11) 男親と子供世帯の女性の人口分布（同上）
(12) 女親と子供世帯の男性の人口分布（同上）
(13) 女親と子供世帯の女性の人口分布（同上）
(14) 夫婦と両親世帯の男性の人口分布（同上）
(15) 夫婦と両親世帯の女性の人口分布（同上）
(16) 夫婦とひとり親世帯の男性の人口分布（同上）
(17) 夫婦とひとり親世帯の女性の人口分布（同上）
(18) 夫婦，子供と両親世帯の男性の人口分布（同上）
(19) 夫婦，子供と両親世帯の女性の人口分布（同上）
(20) 夫婦，子供とひとり親世帯の男性の人口分布（同上）
(21) 夫婦，子供とひとり親世帯の女性の人口分布（同上）

全ての統計表は年齢不詳の項目を除いて調整した．な
お，統計表（4）～（21）は国勢調査 人口等基本集計
12) 表番号 16-1を用いている．統計表 (1)，統計表 (2)
の形式を Table 1に，統計表 (3)の形式を Table 2に，
統計表 (4)～統計表 (21)の形式を Table 3に示す．な
お Table 1～Table 3は平成 22年度に調査された鳥取
県の統計表を正規化した値である．
著者らが用いた SA法では，以下の目的関数を用い
て最適化をしている．
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Table 1: 統計表 (1) 父子の年齢差

条件X 条件 Y 割合 (%)

父子関係 年齢差　～19 0.495
父子関係 年齢差 20～24 8.645

. . . . . . . . .
父子関係 年齢差 65～69 0.022
父子関係 年齢差 70～　 0.000

Table 2: 統計表 (3) 夫婦の年齢差

条件X 条件 Y 割合 (%)

夫婦関係 年齢差～−70　 0.000
夫婦関係 年齢差　 −69　 0.000

. . . . . . . . .
夫婦関係 年齢差　 − 1　 6.960
夫婦関係 年齢差　 − 0　 12.701
夫婦関係 年齢差　 + 1　 13.087

. . . . . . . . .
夫婦関係 年齢差　 +69　 0.000
夫婦関係 年齢差　 +70～ 0.000

f(A) =
S∑

s=1

Gs∑
j=1

|csj(A)−Round (rsj ×msj(A))| (1)

ここで，Aは合成データ，Sは統計表の数，sは統計表
の種類，Gs は統計表 sの項目数，csj は統計表 sの条
件Xsj と条件 Ysj を満たす合成データの個人の数，rsj
は統計表 sの項目 jの割合，msjは統計表 sの条件Xsj

を満たす合成データの個人の数，Round関数は小数点
以下を四捨五入する関数を表している．上記の目的関
数を統計表 s = 1, 2, . . . , S に対して行い，その総和の
最小化を SA法を用いて行う．著者らが用いた統計表
sの項目数 Gs を Table 4に示す．統計表 (4)～統計表
(21)の項目数 Gs は全て 0歳から 100歳までの 1歳区
分の 101である．
著者らが用いた SA法 9)では以下の手続きにより最

適化を行う．

Step 1 合成データを初期生成
Step 2 探索回数が規定数に達するか，f(A) = 0にな

るまで探索を終了
Step 3-1 合成データ内の個人をランダムに 1人選択
Step 3-2 Step 3-1で選択した個人と同じ家族類型か

つ性別の個人をランダムに 1人選択
Step 3-3 Step 3-1と Step 3-2で選択した個人の年齢

を交換
Step 4 解の遷移判定
Step 5 探索回数を更新して SAの温度を冷却
Step 6 Step 2の処理に戻る

2.2 人口 20万人未満の市町村の合成方法
本節では，2.1節で説明した従来手法 9)を用いて，人
口 20万人未満の市町村を対象とし，仮想個票を合成す
る方法を説明する．従来手法 9)では，仮想個票を合成
するために，国勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 16-1
や表番号 17を用いている．これらの統計は人口 20万
人以上の市区のみ公開されている．そのため，人口 20
万人未満の市町村の仮想個票を合成する際には，統計

Table 3: 統計表 (4) 単独世帯における男性の人口分布

条件X 条件 Y 割合 (%)

単独世帯の男性 年齢 0 0.000
単独世帯の男性 年齢 1 0.000

. . . . . . . . .
単独世帯の男性 年齢 99 0.016
単独世帯の男性 年齢 100 0.028

Table 4: 統計表 sの項目数 Gs と年齢階級

統計表 Gs 年齢階級
統計表 (1) 13 5歳
統計表 (2) 9 5歳
統計表 (3) 141 1歳
統計表 (4) 101 1歳

. . . . . . . . .
統計表 (21) 101 1歳

表の推計か対象地域を含んだより広域を対象とした統
計表を縮小し使用する必要がある．本節では，従来手
法 8), 9) を用いて人口 20万人未満の市町村を合成する
手法を説明する．
まず，初期世帯を合成する際に用いる統計表の推計
方法について説明する．従来手法 8), 9)における初期世
帯生成法では，国勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 11
と表番号 16-1を用いる．表番号 11は日本全国全ての
市区町村において公開されているが，表番号 16-1は人
口 20万人未満の市町村では公開されていない．表番号
16-1は家族類型別，婚姻状況別，男女別の 1歳階級の
人口分布が記されている．一方，家族類型別，婚姻状況
別，男女別の 5歳階級の人口分布が記されている，国
勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 16-2は日本全国全て
の市区町村において公開されている．従来手法 8), 9)の
初期世帯合成手法を用いて人口 20万人未満の市町村を
合成するために，表番号 16-2を 1歳階級に推計してい
る．これは，家族類型別，男女別の 1歳階級の人口分
布を得るためである．
国勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 16-2を家族類型
別に 1歳階級へ推計する際には，表番号 16-2の他に国
勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 3-2を用いる．表番
号 3-2には男女別の 1歳階級の人口分布が記載されて
いる．表番号 16-2を家族類型別，男女別に 1歳階級へ
推計する際には以下の式を用いる．なお，表番号 16-2
には婚姻状況別の人口分布も記載されているが，従来
手法 9)の初期世帯合成法では婚姻状況別の人口分布を
用いていないため，婚姻状況別の人口分布の推計は行
わない．

pt,g,a = Round

(
pg,a × prt,g,a5∑

i∈T pri,g,a5

)
(2)

ここで，pt,g,a は家族類型 t，性別 g，年齢 a の人口，
pg,aは性別 g，年齢 aの総人口，prt,g,a5は家族類型 t，
性別 g，年齢 a～a+ 4の人口，T は家族類型の最大数
である．pg,aは表番号 3-2，prt,g,a5は表番号 16-2から
取得する．式（2）により，各市町村の 1歳階級別人口
pg,a を同じ市町村を対象にした 5歳階級別の家族類型
tの割合により推計している．1歳階級の家族類型別，
男女別の人口分布を推計後は従来手法と 8), 9)同様に初
期世帯を合成する．
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SA法を用いて適合させる統計表 (1)～(21)について
説明する．統計表 (1)，(2)は都道府県単位で調査され
た統計表である．市区町村を対象とし仮想個票を合成
する際には都道府県の統計表を用いる．統計表 (3)は
人口 20万人以上の市区と市部，郡部を対象に調査され
た統計表である．人口 20万人未満の市を対象とする場
合は市部の統計表を，人口 20万人未満の町村を対象と
する場合は郡部の統計表を用いる．統計表 (4)～統計表
(21)は式（2）を用いて推計した家族類型，男女別の 1
歳階級の人口分布を用いる．

3 提案手法
2.2節では，従来手法 9)を用いて人口 20万人未満の
市町村の仮想個票を合成する方法を説明した．従来手
法 9)を用いる際に，人口 20万人未満の市町村では公開
されていない統計が必要な場合，統計表の推計や，よ
り広い範囲を対象とした統計表を縮小し使用していた．
そのため，市区町村単位で合成した仮想個票を統合し，
都道府県の仮想個票を作成すると，都道府県を対象と
する統計表に適合しない恐れがある．本章では，市区
町村属性を保持しつつ，都道府県下の市区町村を 1度
に合成する提案手法を説明する．

3.1 初期世帯合成法
提案手法の初期世帯合成法では，合成対象の都道府
県下の市区町村を一度に合成する．その際に，人口 20
万人以上の市区と人口 20 万人未満の市町村では利用
可能な統計表が異なるため，それぞれ異なる手法で初
期世帯を合成する．人口 20万人以上の市区では，従来
手法 9)の初期世帯合成法で用いる全ての統計表が利用
可能であるため，従来手法 9)と同様に初期世帯を合成
する．
一方，人口 20万人未満の市町村では，初期世帯合成
に用いる統計表の一部の利用が不可能である．従来手
法 9) の初期世帯合成手法では，国勢調査 人口等基本
集計 12) 表番号 11と表番号 16-1を用いている．表番
号 16-1は人口 20万人未満の市町村では公開されてい
ない．そのため，本研究では，表番号 16-1の代替とな
る統計表を次式で求める．

pqt,g,a = Round

(
p̂sQt,g,a × prqt,g,a5∑

i∈T prqi,g,a5

)
(3)

ここで，pqt,g,aは都道府県Qに属する市区町村 q，家族

類型 t，性別 g，年齢 aの人口，p̂sQt,g,aは家族類型 t，性
別 g，年齢 aの都道府県Qの人口，prqt,g,a5は市区町村
q，家族類型 t，性別 g，年齢 a～a+ 4の人口である．
なお，p̂sQt,g,aは人口 20万人以上の市区を含む，各市区
町村の初期世帯を合成後，次式を用いて値を更新する．

p̂sQt,g,a = p̂sQt,g,a − pqt,g,a (4)

p̂sQt,g,a の初期値は都道府県 Qの国勢調査 人口等基本
集計 12) 表番号 16-1の家族類型 t，性別 g，年齢 aの統
計値である．式（4）では，各市区町村の初期世帯合成
後に都道府県 Qの統計値 p̂sQt,g,a から式（3）で求めた
統計値 pqt,g,a を差し引いている．この操作により，

psQt,g,a =
∑
q∈Q

pqt,g,a (5)

となるような各市区町村の家族類型別，男女別，1歳階
級の人口分布が計算される．本研究では，式（4）を用
いて，都道府県Qの人口 p̂sQt,g,aを差し引きながら，都
道府県Qに属する各市区町村の初期世帯を順に合成す
る．式（4）を用いて p̂sQt,g,aを更新することにより，都
道府県Qの人口分布と相違ない初期世帯が合成可能と
なる．例えば，都道府県Qに 7の市区町村がある場合，
最初の市区町村 q = 1は，p̂sQt,g,a の初期値である都道
府県全体の人口に対して 5歳階級の割合を掛け合わせ
て 1歳階級の統計表を作成する．その後，q = 1の市
区町村の人口を差し引いて得られる更新後の p̂sQt,g,aに
対して，q = 2の都市の 1歳階級の統計表を作成する．
これらの操作を q = 7の市区町村の 1歳階級の統計表
を得るまで繰り返す．なお，都道府県Qに属する市区
町村の初期世帯を合成する順序は，総務省が設定した
全国地方公共団体コードの昇順に行う．全国地方公共
団体コードは国勢調査の地域コードと対応している．

3.2 適合させる統計表
本節では SA法を用いて適合させる統計表とその適

用範囲について説明する．人口 20万人以上の市区では
2.1節で示した 21種類の統計表を用いる．人口 20万人
未満の市町村では 2.1節で示した 21種類の統計表に加
えて以下の統計表を用いる．

(22) 男性の人口分布（1歳階級）
（国勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 3-2）

(23) 女性の人口分布（1歳階級）
（国勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 3-2）

なお，統計表 (4)～統計表 (21)の家族類型，男女別人
口分布には国勢調査 人口等基本集計 12) 表番号 16-2に
記載されている 5歳階級の人口分布を用い，式（2）や
式（3）で推計した統計表を用いない．推計した統計表
に適合した仮想個票を合成すると，都道府県や日本な
ど，より広域を調査範囲とする統計表に適合しない恐
れがある．統計表 (22)と統計表 (23)を新たに追加した
理由は，統計表 (4)～統計表 (21)が 5歳階級の人口分
布であるため，1歳毎の人口分布への適合させるため
である．そのため，本研究では，SA法で適合させる統
計表への調整を最小限にとどめる3．
従来手法 8), 9)と提案手法において使用する統計表の
例を Fig. 3 に示す．Fig. 3 は，人口 20万人以上の A
市，B 市，C 市と人口 20 万人未満の D 市，E 市，F
町，G町から成り立つ仮想の都道府県の例である．従
来手法において市区町村属性を保持し合成する場合は，
市区町村単位で合成する必要がある．そのため，統計
表 (1)，統計表 (2)，人口 20万人未満の統計表 (3)は同
じ統計表を各市区町村の人口に合わせて縮小している
（Fig. 3 (a)の青）．
提案手法では，統計表の調査範囲を可能な限り再現
する．すなわち，都道府県単位で調査された統計表 (1)
と統計表 (2)は，全ての市区町村の人口を母数にする．
また，市部と郡部で調査された統計表 (3)についても
同様に，市部の統計表 (3)は人口 20万人未満の市を，
郡部の統計表 (3)は人口 20万人未満の町村の人口を母

3本研究で行う統計表の調整について，統計表 (1)～(3)は全人口
を対象とし集計されているため，9 種類の家族類型の人口に合わせ
て調整している．統計表 (4)～(21) は統計表から年齢不詳の人口を
取り除いている．
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⼈
⼝
2
0
万
以
上 A市 都道府県の(1) 都道府県の(2) A市の(3) A市の(4) A市の(21)...

B市 都道府県の(1) 都道府県の(2) B市の(3) B市の(4) B市の(21)...

C市 都道府県の(1) 都道府県の(2) C市の(3) C市の(4) C市の(21)...

⼈
⼝
2
0
万
未
満

D市 都道府県の(1) 都道府県の(2) 市部の(3) D市の(4) D市の(21)...

E市 都道府県の(1) 都道府県の(2) 市部の(3) E市の(4) E市の(21)...

F町 都道府県の(1) 都道府県の(2) 郡部の(3) F町の(4) F町の(21)...

G町 都道府県の(1) 都道府県の(2) 郡部の(3) G町の(4) G町の(21)...

(a) 従来手法 8),9)

⼈
⼝
2
0
万
以
上 A市

都
道
府
県
の
(1
)

A市の(3) A市の(4) A市の(21)...

B市 B市の(3) B市の(4) B市の(21)...

C市 C市の(3) C市の(4) C市の(21)...

⼈
⼝
2
0
万
未
満

都
道
府
県
の
(2
)

D市

市
部
の
(3
)

E市

F町

郡
部
の
(3
)

G町

D市の(4) D市の(21)... D市の(22) D市の(23)

E市の(4) E市の(21)... E市の(22) E市の(23)

F町の(4) F町の(21)... F町の(22) F町の(23)

G町の(4) G町の(21)... G町の(22) G町の(23)

(b) 提案手法

Fig. 3: 従来手法 8), 9) と提案手法における統計表の適用範囲
（図中の (1)～(23)は統計表 (1)～(23)である．）

数にする．提案手法では，都道府県下の市区町村を一
度に合成することにより，都道府県や市部，郡部といっ
た市区町村単位より広範囲で調査された統計表を SA
法を用いて適合させる際に，統計表の調査範囲と同一
の範囲で合成可能である．（Fig. 3 (b)の青）．

3.3 SA法の手続き

本研究が用いる SA法では以下の手続きにより行う．

Step 1 3.1節の手法で合成データを初期生成
Step 2 探索回数が規定数に達するか，f(A) = 0にな

るまで探索を終了
Step 3-1 合成データ内の個人をランダムに 1人選択
Step 3-2 後述する条件に該当する個人をランダムに

1人選択
Step 3-3 Step 3-1と Step 3-2で選択した個人の年齢

を交換
Step 4 解の遷移判定
Step 5 探索回数を更新して SAの温度を冷却
Step 6 Step 2の処理に戻る

Step 3-2では，Step 3-1で選択した個人によって選択す
る個人の条件を変更する．Step 3-1で選択された個人
が人口 20万人以上の市区に属している場合，Step 3-2
では，選択されている個人と同じ市区かつ家族類型か
つ性別の個人をランダムに選択する．一方，Step 3-1
で選択された個人が人口 20万人未満の市町村に属して
いる場合，以下の候補からランダムに選択する．

• Step 3-1で選択された個人と同じ市町村かつ家族
類型かつ性別の個人

• 人口 20万人未満の市町村の個人のうち，Step 3-1
で選択された個人と同じ家族類型かつ性別かつ年
代の個人

ここで，同じ年代とは，0歳～4歳，5歳～9歳など，5
歳階級の年齢が等しいという意味である．他の市町村
の同じ年代の個人を選択候補に加えることにより，統
計表 (22)と統計表 (23)の 1歳階級の人口分布との最
適化が可能である．これは，提案手法の初期世帯合成
法では，都道府県の人口分布を基にしており，初期世
帯の合成時点では市町村単位の 1歳階級の人口分布へ
適合していないためである．

4 実験結果
本研究では，鳥取県を対象に世帯構成の合成を行う．
鳥取県の合成対数は 207,143世帯，その人口は 498,403
人である．鳥取県は 19の市町村からなっており，鳥取
市を除く 18の市町村は人口 20万人未満である．本研究
が用いた計算機の CPUは，Intel Core-i7 3930K（3.2
GHz, 6コア）で，メモリは DDR3-1600 8GB×8，OS
はMicrosoft Windows 10 Pro 64 bitである．
本研究では以下の手法の比較を行う．

都道府県単位 従来手法 9) を用い，都道府県単位で合
成する手法4

市区町村単位 従来手法 9) を用い，都道府県下の全て
の市区町村を合成し，統合する手法

提案手法 3章で説明した提案手法

これらの 3つの手法では，それぞれ用いる統計表やそ
の数が異なる．本研究では，これらの手法を比較する
ために，それぞれの手法において SA法の探索を終え
た後に，鳥取県を調査対象とする統計表 (1)～(21) を
用いて評価を行った．鳥取県を調査対象とする統計表
(1)～(21)と合成データの誤差の総和（式（1）の値）を
Table 5に示す．SA法の設定として，初期温度を 1.0，
収束温度を 0.1と設定し，冷却関数には指数冷却を用い
た．これらの設定は従来手法 9)と同様の設定である．探
索回数は単独世帯を除く 1人あたり 1,000回，5,000回，
10,000回とした．総探索回数はそれぞれ，445,578,000
回，2,227,890,000回，4,455,780,000回である．なお，
試行回数は 10回であり，Table 5は平均値を示してい
る．これらは 3つの手法全てにおいて共通の設定であ
る．また，Table 5の (4)～(21)の誤差は，統計表 (4)
～統計表 (21)の誤差の総和である．
Table 5の誤差の合計と標準偏差から，従来手法 9)

を用いて都道府県単位で合成する場合が最も統計表と
の誤差が削減できている．次いで，提案手法，従来手
法 9) を用いて市区町村単位で合成する手法である．
従来手法 9)を用いて市区町村単位で合成する手法が
最も誤差が大きい理由は統計表 (4)～(21)の家族類型，
男女別，1歳階級の人口分布に適合できていない点で
ある．鳥取県の 19の市町村のうち，18の市町村が人
口 20万人未満である．仮想個票を合成する際に，推計

4合成された各世帯は市区町村属性をもたない
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Table 5: 統計表との誤差

統計表
探索回数 従来手法 9)

提案手法
（回/人） 都道府県 市区町村

1,000 3,180.0 3,507.6 7,453.4
(1) 5,000 505.4 817.2 2,588.2

10,000 233.8 492.2 1,398.2

1,000 3,969.0 4,478.2 9,309.6
(2) 5,000 597.8 1,041.2 3,146.4

10,000 251.6 601.6 1,677.2

1,000 552.8 1,289.6 2,185.6
(3) 5,000 53.8 895.6 1,021.6

10,000 12.0 865.0 892.8

(4)～(21)
1,000 0.0 23,292.0 0.0
5,000 0.0 23,292.0 0.0

10,000 0.0 23,292.0 0.0

1,000 7,701.8 32,567.4 18,948.6
合計 5,000 1,157.0 26,046.0 6,756.2

10,000 497.4 25,250.8 3,968.2

1,000 121.02 146.46 224.90
標準偏差 5,000 43.16 99.03 123.87

10,000 27.55 91.25 84.78

した統計表 (4)～(21)を用いるため，統合後に鳥取県の
人口分布と比較すると大きな誤差が発生していた．
提案手法は市区町村単位で合成する手法と比べ，統
計表 (4)～(21) との誤差は削減できているが，統計表
(1)～(3)との誤差は増加している．父子・母子年齢差
の統計表である統計表 (1)と (2)については，年齢を交
換する 2人目の個人を選択（3.3節の Step 3-2）する際
に，人口 20万人未満の場合は，1人目の市町村の個人
に加えて，他の市町村の同年代の個人も選択候補に加
えている．そのため，5歳階級の年齢差の統計表である
統計表 (1)，統計表 (2)に影響する個人を選択する確率
が低下する．夫婦年齢差の統計表である統計表 (3)に
ついては，従来手法 9)のような過度な縮小は行わない
ため，統計表に夫婦の年齢が大きく離れている珍しい
世帯が含まれている．また，提案手法では従来手法 9)

と比べ，同じ年代の個人を選択する確率が高い．その
ため，夫婦の年齢差が大きく離れた世帯の合成が従来
手法 9) と比べ困難である．

5 おわりに
本研究では，市区町村属性を保持しつつ，都道府県
単位で世帯構成を合成する手法を提案した．従来手法
9)では，人口 20万人未満の市町村の世帯構成を合成す
る際に，統計表の推計とより広範囲で調査された統計
表を縮小し用いていた．そのため，ある都道府県下の
市区町村の世帯構成を全て合成した後に統合し，都道
府県の統計表と比較すると誤差が発生する恐れがあっ
た．提案手法では，世帯構成を合成する際に，ある都
道府県下の市区町村を同時に合成することで，統計表
の調査範囲と相違なく仮想個票へ適合できた．
実験結果から，従来手法を用いて市区町村単位で合
成し統合する手法と比べ，提案手法の誤差を，探索回数
が１人あたり 1,000回では 0.58倍，5,000回では 0.26
倍，5,000回では 0.16倍に削減する仮想個票を合成で
きた．一方，従来手法 9)を用いて都道府県単位で合成
する手法と比較すると，探索回数が 1人あたり 1,000
回では 2.46倍，1人あたり 5,000回では 5.83倍，1人
あたり 10,000回では 7.98倍，悪化していた．これは，

提案手法では年齢を交換する個人を選択する自由度が
低いことと，人口 20万人未満の市町村では全人口を対
象とする 1歳階級の人口分布を適合させる統計表に加
えたことがが原因である．
これらの結果から，市区町村や位置情報，所得の属
性を必要としない社会シミュレーションを行う場合は
従来手法 9)を用いて合成した仮想個票を，市区町村や
位置情報，所得の属性を用いる社会シミュレーション
を行う場合は提案手法を用いて合成した仮想個票を用
いるべきである．
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